
審決

無効２０１６－８０００１５

東京都千代田区丸の内一丁目１１番１号
請求人 株式会社 外為オンライン

東京都港区虎ノ門二丁目１０番１号 虎ノ門ツインビルディグ東棟１６階 弁護
士法人内田・鮫島法律事務所
代理人弁護士 鮫島 正洋

東京都港区虎ノ門二丁目１０番１号 虎ノ門ツインビルディング東棟１６階
代理人弁護士 伊藤 雅浩

東京都港区虎ノ門二丁目１０番１号 虎ノ門ツインビルディング東棟１６階
代理人弁護士 溝田 宗司

東京都港区虎ノ門二丁目１０番１号 虎ノ門ツインビルディグ東棟１６階 弁護
士法人内田・鮫島法律事務所
代理人弁護士 関 裕治朗

東京都港区赤坂九丁目７番１号
被請求人 株式会社 マネースクウェアＨＤ

東京都中央区入船一丁目２番９号 八丁堀ＭＦビル９階
代理人弁理士 佐野 弘

東京都中央区入船１丁目２番９号 八丁堀ＭＦビル９階 佐野国際特許事務所
代理人弁理士 石井 明夫

東京都中央区銀座四丁目１０番３号 セントラルビル８階 ライツ法律特許事務
所
代理人弁護士 伊藤 真

東京都中央区銀座四丁目１０番３号 セントラルビル８階 ライツ法律特許事務
所
代理人弁護士 平井 佑希

東京都中央区銀座四丁目１０番３号 セントラルビル８階 ライツ法律特許事務
所
代理人弁護士 丸田 憲和

東京都港区赤坂一丁目１２番１２号 榎坂ビル４階 桜坂法律事務所
代理人弁護士 牧野 知彦

　上記当事者間の特許第５５２５０８２号発明「金融商品取引管理システム
における金融商品取引管理方法，プログラム」の特許無効審判事件につい
て，次のとおり審決する。

結　論
　本件審判の請求は，成り立たない。
　審判費用は，請求人の負担とする。

理　由



第１　手続の経緯
　本件の特許第５５２５０８２号についての手続の経緯は，概略，以下のと
おりである。
　　
出願（特願２０１３－７８８０６号）　　　　　平成２５年　４月　４日
（原出願（特願２０１０－５１５１号）　　　　平成１９年１２月１９日）
設定登録　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２６年　４月１８日
本件無効審判請求　　　　　　　　　　　　　　平成２８年　２月　４日
上申書（請求人）　　　　　　　　　　　　　　平成２８年　３月３１日
審判事件答弁書提出　　　　　　　　　　　　　平成２８年　５月　９日
上申書（被請求人）　　　　　　　　　　　　　平成２８年　９月　６日
口頭審理陳述要領書提出（請求人）　　　　　　平成２８年　９月１５日
口頭審理陳述要領書提出（被請求人）　　　　　平成２８年　９月１５日
口頭審理　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２８年　９月２９日
　
第２　本件発明
　特許第５５２５０８２号の請求項１乃至１０に係る発明（以下，請求項１
に係る発明を「本件発明１」といい，その他の請求項に係る発明も同様に称
する。）は，特許請求の範囲に記載された次のとおりのものである。
　　
＜本件発明＞
「 【請求項１】
　相場価格が変動する金融商品の売買取引を管理する金融商品取引管理シス
テムにおける金融商品取引管理方法であって，
　売買を希望する前記金融商品の種類を選択するための情報と，前記金融商
品の売買注文における，注文価格ごとの注文金額を示す情報と，前記金融商
品の販売注文価格又は購入注文価格としての一の注文価格を示す情報と，一
の前記注文価格の前記金融商品を前記一の注文価格で販売した後に他の価格
で購入した場合の利幅又は一の前記注文価格の前記金融商品を前記一の注文
価格で購入した後に他の注文価格で販売した場合の利幅を示す情報と，前記
注文が複数存在する場合における該注文同士の値幅を示す情報と，のそれぞ
れを，前記金融商品の売買注文を行うための売買注文申込情報として受信し
て受け付ける注文入力受付手順と，
　該注文入力受付手順によって受け付けられた前記売買注文申込情報に基づ
いて，選択された前記種類の前記金融商品の注文情報を生成する注文情報生
成手順と，
　前記金融商品の前記相場価格の情報を取得する価格情報受信手順と，
　前記売買注文申込情報における前記注文価格と前記利幅とに基づいて，前
記他の注文価格を算出するための第二注文価格算出手順とを有し，
　前記注文情報生成手順においては，前記売買注文申込情報に基づいて，前
記注文情報として，同一種類の前記金融商品について，前記一の注文価格を
一の最高価格として設定し，該一の最高価格より安値側に，それぞれの値幅
が前記売買注文申込情報に含まれる前記値幅となるようにそれぞれの前記注
文価格を設定し，設定されたそれぞれの前記注文価格としての第一注文価格
について買いもしくは売りの指値注文を行う第一注文情報，前記第二注文価
格算出手順において算出された前記他の価格を他の最高価格として設定し，
該他の最高価格より安値側に，それぞれの前記第一注文に対し，購入又は販
売が行われた前記第一注文に基づいて販売又は購入が行われたときの前記利
幅が前記売買注文申込情報における前記利幅となるようにそれぞれの前記注
文価格を設定し，該設定されたそれぞれの前記注文価格としての第二注文価
格について前記買いの第一注文に対しては売りの，前記売りの第一注文に対
しては買いの指値注文を行う第二注文情報からなる注文情報群を複数生成
し，
　生成された前記注文情報群を注文情報記録手段に記録し，
　一の前記売買注文申込情報に基づいて生成されたそれぞれの前記注文情報
群について，有効な注文である前記第一注文の前記第一注文価格と前記金融
商品の相場価格とが一致し，次いで有効な注文である前記第二注文の前記第
二注文価格と前記相場価格とが一致することで前記第一注文と前記第二注文
とが約定した場合，次の前記注文情報群の前記第一注文情報を有効とし，約
定した前記第一注文と同じ前記第一注文価格における前記第一注文の約定



と，約定した前記第二注文と同じ前記第二注文価格における前記第二注文の
約定とを繰り返し行わせるように設定することを特徴とする，金融商品取引
管理システムにおける金融商品取引管理方法。
　　【請求項２】
　相場価格が変動する金融商品の売買取引を管理する金融商品取引管理シス
テムにおける金融商品取引管理方法であって，
　売買を希望する前記金融商品の種類を選択するための情報と，前記金融商
品の売買注文における，注文価格ごとの注文金額を示す情報と，前記金融商
品の購入注文価格又は販売注文価格としての一の注文価格を示す情報と，一
の前記注文価格の前記金融商品を前記一の注文価格で購入した後に他の注文
価格で販売した場合の利幅又は一の前記注文価格の前記金融商品を前記一の
注文価格で販売した後に他の注文価格で購入した場合の利幅を示す情報と，
前記注文が複数存在する場合における該注文同士の値幅を示す情報と，のそ
れぞれを，前記金融商品の売買注文を行うための売買注文申込情報として受
信して受け付ける注文入力受付手順と，
　該注文入力受付手順によって受け付けられた前記売買注文申込情報に基づ
いて，選択された前記種類の前記金融商品の注文情報を生成する注文情報生
成手順と，
　前記金融商品の前記相場価格の情報を取得する価格情報受信手順と，
　前記売買注文申込情報における前記注文価格と前記利幅とに基づいて，前
記他の注文価格を算出するための第二注文価格算出手順とを有し，
　前記注文情報生成手順においては，前記売買注文申込情報に基づいて，前
記注文情報として，同一種類の前記金融商品について，一の注文価格を一の
最低価格として設定し，該一の最低価格より高値側に，それぞれの値幅が前
記売買注文申込情報に含まれる前記値幅となるようにそれぞれの前記注文価
格を設定し，設定されたそれぞれの前記注文価格としての第一注文価格につ
いて売りもしくは買いの指値注文を行う第一注文情報，前記第二注文価格算
出手順において算出された前記他の価格を他の最低価格として設定し，該他
の最低価格より高値側に，それぞれの前記第一注文に対し，販売又は購入が
行われた前記第一注文に基づいて購入又は販売が行われたときの前記利幅が
前記売買注文申込情報における前記利幅となるようにそれぞれの前記注文価
格を設定し，該設定されたそれぞれの前記注文価格としての第二注文価格に
ついて前記売りの第一注文に対しては買いの，前記売りの第一注文に対して
は売りの指値注文としての第二注文を行う第二注文情報からなる注文情報群
を複数生成し，
　生成された前記注文情報群を注文情報記録手段に記録し，
　一の前記売買注文申込情報に基づいて生成されたそれぞれの前記注文情報
群について，有効な注文である前記第一注文の前記第一注文価格と前記金融
商品の相場価格とが一致し，次いで有効な注文である前記第二注文の前記第
二注文価格と前記相場価格とが一致することで前記第一注文と前記第二注文
とが約定した場合，次の前記注文情報群の前記第一注文情報を有効とし，約
定した前記第一注文と同じ前記第一注文価格における前記第一注文の約定
と，約定した前記第二注文と同じ前記第二注文価格における前記第二注文の
約定とを繰り返し行わせるように設定することを特徴とする，金融商品取引
管理システムにおける金融商品取引管理方法。
　　【請求項３】
　前記利幅は一の前記注文情報群を構成する前記第一注文と前記第二注文と
がそれぞれ約定されることで得られる利益金額であり，前記売買注文申込情
報における利幅として前記利益金額を設定することを特徴とする，請求項１
又は２に記載の金融商品取引管理システムにおける金融商品取引管理方法。
　　【請求項４】
　前記金融商品の種類毎に定められた，複数の前記注文情報群を形成する
個々の前記第一注文同士及び個々の前記第二注文同士の最低値幅を最低値幅
情報として記録する最低値幅情報記録手段による最低値幅情報記録手順が設
けられ，
　前記注文情報生成手順においては，前記売買注文申込情報を受けた場合は
前記最低値幅情報記録手順において前記最低値幅情報記録手段に記録された
前記最低値幅情報を確認し，前記売買注文申込情報における個々の前記第一
注文同士の値幅又は個々の前記第二注文同士の値幅が前記最低値幅よりも狭
い場合は前記売買注文申込情報を拒絶することを特徴とする，請求項１乃至
３の何れか一つに記載の金融商品取引管理システムにおける金融商品取引管



理方法。
　　【請求項５】
　前記注文情報生成手順において生成された前記注文情報を前記注文情報記
録手段に記録する注文情報記録手順と，
　前記注文情報に基づいて前記金融商品の約定を行う約定情報生成手順とを
有し，
　前記注文情報記録手順においては前記注文情報記録手段に前記注文情報群
が記録され，
　前記約定情報生成手順においては，
　前記第一注文情報が買いの指値注文である場合であって，前記価格情報受
信手順において取得された前記金融商品の前記相場価格が変動して前記第一
注文価格と等しくなった場合，前記注文情報記録手順に記録された前記注文
情報群を形成する個々の前記注文情報のうち前記第一注文情報に基づいて前
記約定を行うと共に，前記価格情報受信手順において取得された前記金融商
品の前記相場価格が更に変動して前記第二注文価格と等しくなった場合，前
記第二注文情報に基づいて前記金融商品の前記約定を行うことで，前記第一
注文情報に基づく前記金融商品の約定と前記第二注文情報に基づく前記金融
商品の約定とを繰り返し，
　前記第一注文情報が売りの指値注文である場合であって，前記価格情報受
信手順において取得された前記金融商品の前記相場価格が変動して前記第一
注文価格と等しくなった場合，前記注文情報記録手順において記録された前
記注文情報群を形成する個々の前記注文情報のうち前記第一注文情報に基づ
いて前記約定を行うと共に，前記価格情報受信手順において取得された前記
金融商品の前記相場価格が更に変動して前記第二注文価格と等しくなった場
合，前記第二注文情報に基づいて前記金融商品の前記約定を行うことで，前
記第一注文情報に基づく前記金融商品の約定と前記第二注文情報に基づく前
記金融商品の約定とを繰り返すことを特徴とする，請求項１乃至４の何れか
一つに記載の金融商品取引管理システムにおける金融商品取引管理方法。
　　【請求項６】
　前記金融商品の種類毎に定められた，前記相場価格と前記注文情報の前記
注文価格との差額に関する情報としての差額情報が記録された差額情報記録
手段による差額情報記録手順が設けられ，
　前記約定情報生成手順においては，一旦発注した前記金融商品の注文に対
するキャンセル要求があった場合，前記差額情報記録手順において前記差額
情報記録手段に記録された前記差額情報を確認し，前記金融商品の前記キャ
ンセル要求があった時点の相場価格と前記注文情報記録手順において記録さ
れた前記注文情報の前記注文価格との差が前記差額情報よりも小さい場合に
は前記キャンセル要求を拒絶することを特徴とする，請求項５に記載の金融
商品取引管理システムにおける金融商品取引管理方法。
　　【請求項７】
　前記約定情報生成手順においては，一旦発注した前記金融商品の注文に対
するキャンセル要求があった場合，該キャンセル要求のあった注文に関する
前記注文情報が含まれる前記注文情報群を抽出し，該注文情報群に含まれる
約定前の前記注文情報を全てキャンセル処理することを特徴とする，請求項
５又は６に記載の金融商品取引管理システムにおける金融商品取引管理方
法。
　　【請求項８】
　特定顧客の預金残高情報を記録する顧客口座情報記録手段による顧客口座
情報記録手順が設けられ，
　前記注文情報生成手順においては，前記預金残高情報と前記注文情報の属
性情報としての注文価格情報とを比較し，前記預金残高情報の値が前記注文
価格情報の値以上である場合，前記注文情報群を生成することを特徴とす
る，請求項１乃至７の何れか一つに記載の金融商品取引管理システムにおけ
る金融商品取引管理方法。
　　【請求項９】
　前記金融商品は外国為替であることを特徴とする，請求項１乃至８の何れ
か一つに記載の金融商品取引管理システムにおける金融商品取引管理方法。
　　【請求項１０】
　コンピュータに請求項１乃至９の何れか一つに記載の金融商品取引管理シ
ステムにおける金融商品取引管理方法を行わせることを特徴とするプログラ
ム。」



　　
第３　請求人の主張の概要
　請求人は，特許第５５２５０８２号の特許請求の範囲の欄に記載された請
求項１～請求項３，請求項５及び請求項７～請求項１０に記載された発明に
ついての特許を無効とする。審判費用は被請求人の負担とする，との審決を
求めている。
　その無効理由の概要と証拠方法は，次のとおりである。
１．無効理由の概要
（１）特許第５５２５０８２号（以下「本件特許」という。）の請求項１に
係る発明（以下「本件発明１」といい，その他の請求項に係る発明も同様に
称する。）～本件発明３，本件発明５及び本件発明７～本件発明１０は，平
成１４年１２月１７日に公表された甲第１号証（特表
２００２－５４３４８１号公報）に記載された発明（以下「甲１発明」とい
う。）に記載された発明に基づいて，出願前に当業者が容易に発明をするこ
とができたものであるから，特許法第２９条第２項の規定により特許を受け
ることができないものであり，その特許は同法第１２３条第１項第２号に該
当し，無効とすべきである。
（２）特に本件発明１についての主張
ア．「カ　構成１Ｆに関する対比
　本件発明１の構成１Ｆの内容は，以下のとおりである。
構成１Ｆ　前記注文情報生成手順においては，前記売買注文申込情報に基づ
いて，前記注文情報として，同一種類の前記金融商品について，前記一の注
文価格を一の最高価格として設定し，該一の最高価格より安値側に，それぞ
れの値幅が前記売買注文申込情報に含まれる前記値幅となるようにそれぞれ
の前記注文価格を設定し，設定されたそれぞれの前記注文価格としての第一
注文価格について買いもしくは売りの指値注文を行う第一注文情報，前記第
二注文価格算出手順において算出された前記他の価格を他の最高価格として
設定し，該他の最高価格より安値側に，それぞれの前記第一注文に対し，購
入又は販売が行われた前記第一注文に基づいて販売又は購入が行われたとき
の前記利幅が前記売買注文申込情報における前記利幅となるようにそれぞれ
の前記注文価格を設定し，該設定されたそれぞれの前記注文価格としての第
二注文価格について前記買いの第一注文に対しては売りの，前記売りの第一
注文に対しては買いの指値注文を行う第二注文情報からなる注文情報群を複
数生成し
　甲第１号証には，「・・・。ただし，この例おいては，ＤＥＦ株式会社の
１０，０００株を持ち合わせており，最初の売買条件としてＤＥＦ株式会社
の１００株を株あて１０，０００ウォンで売込むものと例示した。」
（【００４４】），「・・・。買取り値は毎度の売込み値より所定割合の安
値で設定するか，所定額の低値で設定することができる。図６おいては売込
み値より毎度５００ウォンと安値を自動買取り値として設定し
た。・・・。」（【００４５】），「自動売込み条件もまた同一の方式に
よって欄（６１４，６１６，６１８，６２０）で設定する。この発明の実施
態様においては最初の売込み値より毎度１，０００ウォンずつ値上がりある
いは値下がりした値段で１００株を自動売込むものと設定することにし
た。・・・。」（【００４６】），「図７の自動売買テーブル（７００）
は，図６の自動売買の設定条件によって作られることができる。自動売買
テーブル（７００）売込み値の縦列（７１４）でそれぞれの横列の売込み値
が設定されているとおり，１，０００ウォンずつの隔りをもつように作ら
れ，買取り値の縦列（７１２）のそれぞれの買取り値は同じ横列の売込み値
より５００ウォンずつ安値で作られる。・・・。」（【００４９】），「図
５を参照して，最初の売込みが成功すると，早急にあらかじめ設定された自
動売買条件による自動売買テーブルに応じて第１回目の自動買取りと自動売
込みが発注される（段階５１２）。実施態様３は”同一の株を安値で買取っ
て高値で売り込むよう”に設計されている。したがって，最初の売込み発注
が約定されると，自動売買テーブル（７００）において，約定された最初の
売込み値（１０，０００ウォン）より真下の安値の買取り（つま
り，９，５００ウォンの買取り値で１００株の買取り）を発注し（図７の横
列（７０６）），約定された売込み値より真上の高値の売込み（つま
り，１１，０００ウォンの売込み値で１００株の売込み）を発注する（図７
の横列（７０４）の売込み欄参照）。・・・。」（【００５１】）及び「第
１回目の自動売買発注中に買取り発注が発注とおりに約定された場合には，



自動売買テーブル（７００）で約定された発注価に隣合う買取りおよび売込
みが発注される。前述のごとく，実施態様３は寸前の約定価より”安値”で
買取り，”高値で売り込む”ように設計されたものであることから，第２回
目の自動売買は，図５の段階（５１４，５１６，５０６）および（５０８）
を径て買取り（８，５００ウォンで１００株の買取り，図７の横列
（７０８）参照）および売込み（１０，０００ウォンで１００株の売込み）
が発注される。第２回目の自動売買で売込み発注が約定された場合，第３回
目の自動発注は約定された発注価（第２回目の１０，０００ウォン）に隣り
合う買取り（９，５００ウォンで１００株の買取り）および売込み
（１１，０００ウォンで１００株の売込み）が自動的に発注される。つま
り，毎度の自動売買では自動売買テーブル（７００）での約定価より真下の
安値の買取りおよび約定価より真上の高値の売込みが発注される。」
（【００５２】）という記載並びに【図７】の記載がある。
　すなわち，甲第１号証には，自動売買テーブルに基づいて，注文情報とし
て，ＤＥＦ株式について，１０，０００ウォンを基準である最初の売込み値
として設定し（【００４４】及び【図７】），この売込み値より１，０００
ウォン安値側に，それぞれの値幅が自動売買テーブルに含まれる値幅となる
ように売込み値を設定し（【００４６】及び【００４９】），その設定され
たそれぞれの売込み値としての注文価格について売りの指値注文を行う
（【００５１】及び【００５２】）注文情報，最初の売込み値と利幅に基づ
いて基出された買取り値である９，５００ウォンを基準として，安値側に，
それぞれの売りの指値注文に対して買いの指値注文が行われたときの利幅が
自動売買テーブルにおいて設定した５００ウォンとなるように買取り値を設
定し（【００４５】及び【００４９】），設定されたそれぞれの買取り値に
ついて売込み値の注文に対して買いの指値注文を行う（【００５１】及び
【００５２】）注文情報からなる注文情報群を複数生成する
（【００４９】）ことが開示されている。ここで，１０，０００ウォンを基
準である最初の売込み値として設定することは，「一の注文価格を一
の・・・価格として設定し，」に相当する。この売込み値より１，０００
ウォン安値側に，それぞれの値幅が自動売買テーブルに含まれる値幅となる
ように売込み値を設定することは，「該一・・・の価格より安値側に，それ
ぞれの値幅が前記売買注文申込情報に含まれる前記値幅となるようにそれぞ
れの前記注文価格を設定し，」に相当する。最初の売込み値と利幅に基づい
て算出された買取り値である９，５００ウォンを基準とすることは，「前記
第二注文価格算出手順において算出された前記他の価格を他の所定の価格と
して設定し，」に相当する。安値側に，それぞれの売りの指値注文に対して
買いの指値注文が行われたときの利幅が自動売買テーブルにおいて設定した
５００ウォンとなるように買取り値を設定することは，「該他の所定の価格
より安値側に，それぞれの前記第一注文に対し，販売が行われた前記第一注
文に基づいて販売が行われたときの前記利幅が前記売買注文申込情報におけ
る前記利幅となるようにそれぞれの前記注文価格を設定し，」に相当する。
設定されたそれぞれの買取り値について売込み値の注文に対して買いの指値
注文を行う（【００５１】及び【００５２】）注文情報からなる注文情報群
を複数生成することは，「該設定されたそれぞれの前記注文価格としての第
二注文価格について前記売りの第一注文に対しては買いの指値注文を行う第
二注文情報からなる注文情報群を複数生成し，」に相当する。
　したがって，甲１発明には，「前記注文情報生成手順においては，前記売
買注文申込情報に基づいて，前記注文情報として，同一種類の前記金融商品
について，前記一の注文価格を一の・・・価格として設定し，該一・・・の
価格より安値側に，それぞれの値幅が前記売買注文申込情報に含まれる前記
値幅となるようにそれぞれの前記注文価格を設定し，設定されたそれぞれの
前記注文価格としての第一注文価格について売りの指値注文を行う第一注文
情報，前記第二注文価格算出手順において算出された前記他の価格を他の所
定の価格として設定し，該他の所定の価格より安値側に，それぞれの前記第
一注文に対し，販売が行われた前記第一注文に基づいて販売が行われたとき
の前記利幅が前記売買注文申込情報における前記利幅となるようにそれぞれ
の前記注文価格を設定し，該設定されたそれぞれの前記注文価格としての第
二注文価格について前記売りの第一注文に対しては買いの指値注文を行う第
二注文情報からなる注文情報群を複数生成し，」が開示されている。
　もっとも，本件発明１は，「前記一の注文価格を一の最高価格として設
定」しているのに対し，甲１発明は，「前記一の注文価格を一の・・・価格



として設定」している点で両発明は相違（以下「相違点１」という。）す
る。」
（審判請求書第２３頁第１９行乃至第２８頁第２４行）
イ．「ク　構成１Ｈに関する対比
　本件発明１の構成１Ｈの内容は，以下のとおりである。
構成１Ｈ　一の前記売買注文申込情報に基づいて生成されたそれぞれの前記
注文情報群について，有効な注文である前記第一注文の前記第一注文価格と
前記金融商品の相場価格とが一致し，次いで有効な注文である前記第二注文
の前記第二注文価格と前記相場価格とが一致することで前記第一注文と前記
第二注文とが約定した場合，次の前記注文情報群の前記第一注文情報を有効
とし，約定した前記第一注文と同じ前記第一注文価格における前記第一注文
の約定と，約定した前記第二注文と同じ前記第二注文価格における前記第二
注文の約定とを繰り返し行わせるように設定することを特徴とする
　甲第１号証には，「ユーザーは欄（６２６）で目標収益率又は収益率を設
定することができる。目標収益率が設定されないと，ユーザーが立ち入って
自動売買を中止させないかぎり自動売買は継続される。・・・。」
（【００４７】），「図５を参照して，最初の売込みが成功すると，早急に
あらかじめ設定された自動売買条件による自動売買テーブルに応じて第１回
目の自動買取りと自動売込みが発注される（段階５１２）。実施態様３は”
同一の株を安値で買取って高値で売り込むよう”に設計されている。した
がって，最初の売込み発注が約定されると，自動売買テーブル（７００）に
おいて，約定された最初の売込み値（１０，０００ウォン）より真下の安値
の買取り（つまり，９，５００ウォンの買取り値で１００株の買取り）を発
注し（図７の横列（７０６）），約定された売込み値より真上の高値の売込
み（つまり，１１，０００ウォンの売込み値で１００株の売込み）を発注す
る（図７の横列（７０４）の売込み欄参照）。・・・。」（【００５１】）
及び「第１回目の自動売買発注中に買取り発注が発注とおりに約定された場
合には，自動売買テーブル（７００）で約定された発注価に隣合う買取りお
よび売込みが発注される。前述のごとく，実施態様３は寸前の約定価より”
安値”で買取り，”高値で売り込む”ように設計されたものであることか
ら，第２回目の自動売買は，図５の段階（５１４，５１６，５０６）および
（５０８）を径て買取り（８，５００ウォンで１００株の買取り，図７の横
列（７０８）参照）および売込み（１０，０００ウォンで１００株の売込
み）が発注される。第２回目の自動売買で売込み発注が約定された場合，第
３回目の自動発注は約定された発注価（第２回目の１０，０００ウォン）に
隣り合う買取り（９，５００ウォンで１００株の買取り）および売込み
（１１，０００ウォンで１００株の売込み）が自動的に発注される。つま
り，毎度の自動売買では自動売買テーブル（７００）での約定価より真下の
安値の買取りおよび約定価より真上の高値の売込みが発注される。」
（【００５２】）という記載並びに【図７】の記載がある。
　すなわち，甲第１号証には，自動売買の設定条件に基づいて複数の注文情
報が生成されるところ，これら複数の注文情報について，たとえ
ば，１０，０００ウォンといった売込み発注が発注価どおり約定すると，自
動売買テーブルでの約定価より真下の９，５００ウォンといった安値の買取
り発注がなされ（【００５１】及び【図７】），当該安値の買取り発注が発
注価どおり約定すると，約定された発注価に隣合う１０，０００ウォンと
いった売込みが発注され，当該売込み発注が発注価どおり約定すると，約定
された発注価に隣り合う９，５００ウォンといった買取り発注がなされ
（【００５２】及び【図７】），以後，１０，０００ウォンといった売込み
発注及び９，５００ウォンといった買取り発注が自動的になされる
（【００４７】）構成が開示されている。ここで，売込み発注又は買取り発
注が発注価どおり約定する場合とは，相場価格が発注価と一致した場合を意
味することは明らかである。したがって，１０，０００ウォンの売込み及び
９，５００ウォンの買取りに係る注文情報は，注文情報群に相当する。
　よって，以上並びに前記ウ，オ及びカで主張したとおり，甲１発明には，
「一の前記売買注文申込情報に基づいて生成されたそれぞれの前記注文情報
群について，有効な注文である前記第一注文の前記第一注文価格と前記金融
商品の相場価格とが一致し，次いで有効な注文である前記第二注文の前記第
二注文価格と前記相場価格とが一致することで前記第一注文と前記第二注文
とが約定した場合，次の前記注文情報群の前記第一注文情報を有効とし，約
定した前記第一注文と同じ前記第一注文価格における前記第一注文の約定



と，約定した前記第二注文と同じ前記第二注文価格における前記第二注文の
約定とを繰り返し行わせるように設定すること」が開示されているので，甲
１発明は，構成１Ｈを備える。」
（審判請求書第２９頁第２０行乃至第３２頁第２６行）
ウ．「コ　相違点の検討（相違点１）
相違点１　本件発明１の注文情報生成手段は，「前記一の注文価格を一の最
高価格として設定」しているのに対し，甲１発明は，「前記一の注文価格を
一の・・・価格として設定」している点。
　甲第１号証には，「自動売買テーブル（７００）において，（７０２）～
（７１０）のごとき横列は最初の売買価を基準に上下にわたって適切な数だ
け作られる。」（【００４９】）と記載されている。すなわち，顧客の入力
に係る最初の売買価を自動売買テーブル（７００）売込み値の縦列
（７１４）のどこに位置付けるのかは，当業者が適宜決め得る設計的事項で
あることが記載されている。したがって，最初の売買価を自動売買テーブル
（７００）売込み値の縦列（７１４）の最上列に位置付けることは，当業者
が適宜なし得たことであるから，前記相違点１に係る本件発明１の構成は，
甲１発明に基づいて，当業者が容易に想到し得たものである。また，本件発
明１が奏する効果は，甲１発明から当業者が予測可能なものであって，格別
なものではない。
サ　小括
　以上から，本件発明１は，甲１発明に基づいて，当業者が容易に想到し得
たものに過ぎないから，特許法２９条２項により特許を受けることができな
いものであるので，同法１２３条１項２号に該当し，無効とすべきものであ
る。」
（審判請求書第３３頁第３行乃至第２２行）
　　
２．証拠方法
　請求人は，審判請求書に添付して甲第１号証を提出した。
　甲第１号証：　　特表２００２－５４３４８１号公報
　　　
第４　被請求人の主張の概要
　被請求人は，本件審判の請求は成り立たない，審判費用は請求人の負担と
する，との審決を求めている。
　被請求人の答弁の理由の概要は，次のとおりである。
１．特に本件発明１について
ア．「第２　本件特許発明１（請求項１）に対する無効理由について
１　請求人の主張する相違点
（１）請求人は，本件特許発明１と甲１発明との相違点を
「相違点１　本件発明１の注文情報生成手段は，「前記一の注文価格を一の
最高価格として設定」しているのに対し，甲１発明は，「前記一の注文価格
を一の・・・価格として設定」している点」
と主張する。
（２）しかしながら，後に詳述するとおり，甲１発明は甲第１号証の
Ｆｉｇ．７（右図）の売買テーブル中のある売買（実施例では10,000ウォン
での売り注文。右図の赤枠部分の取引。）が成立した場合に，その隣接する
買い注文と売り注文（9,500ウォンでの買い注文と11.000ウォンでの売り注
文。右図の青枠部分の取引。）とを，順次追加していく発明である。
　以下で述べるとおり，甲１発明には，
『１』本件特許発明１における「注文情報群」という概念すらなく，
『２』まして，「注文情報群」が複数存在するという概念もないし，
『３』注文情報群を一の注文手続で複数生成することはできないし，
『４』生成されたそれぞれの注文情報群について，各注文情報群を構成する
第一注文と第二注文の約定を交互に繰り返すという構成も備えていない。
　このように，甲１発明と本件特許発明１とは，少なくとも「注文情報群」
の存在を前提とする各構成要件の有無において異なり，全く異なる技術思想
によって立つものである。」（なお，『』は丸付き数字を示す。）
（答弁書第６頁第１６行乃至第７頁第２３行）
イ．「３　甲１発明との相違点
　以上のとおり，甲１発明は本件特許発明１における「注文情報群」に相当
する構成を備えていないことから，本件特許発明１と甲１発明とは少なくと



も「注文情報群」の存在を前提とする構成要件１Ｆ～１Ｈにおいて相違する
ことは明らかであり，請求人の相違点の認定は誤りである。
　そして，請求人の主張が誤った相違点の認定に基づくものである以上，そ
の主張に理由がないこともまた，明らかである。」
（答弁書第１８頁第１９行乃至第１９頁第１行）
　　　
第５　無効理由に対する当審の判断
１．甲第１号証の記載事項
　甲第１号証には，次の事項が記載されている。なお，下線は当審において
付加したものである。
（１）「【０００１】
　　【発明の属する技術分野】
　　（発明の背景）
　　（発明の分野）
　この発明は，データ通信ネットワークを通じて株，債券，物件，先物，オ
プション，指数，外国為替などを自動売買する方法およびシステムに係り，
より詳しくは，投資家のあらかじめの特定条件に応じてコンピュータが自動
で売買を発注する方法およびシステムに関するものである。」
（２）「【００２３】
　さらに，この発明に従う自動発注システムで具現できるユーザーのコン
ピュータ（１０）には，株持主とのインターフェースをするためのユーザー
インターフェース（１２）と，株投資家に対する情報（例えば，持ち株の種
目および数量，前記株の買取り値，持ち金資産など）およびユーザーの意向
によって設定された株売買条件を記憶させて売買約定状況なり，ユーザーの
操作につれて新たな株売買条件に更新するための売買条件制御モジュール
（１６）と，前記売買条件に応じてその株の売買を発注せしめる売買発注制
御モジュール（１４）とが含まれる。」
（３）「【００２５】
　前記証券会社のコンピュータシステム（２０）は，前記ネットワーク
（４０）を通じて前記ユーザーのコンピュータ（１０）とデータ通信をやり
とりできるように接続され，証券会社の管理人とのインターフェースのため
の管理者インターフェース（２２）と，該ユーザーのコンピュータ（１０）
から依頼された売買発注を受信して，これを証券取引所のコンピュータシス
テム（３０）へ伝送して株取引を約定するようにするための売買遂行モ
ジュール（２４），および特定の株持ち主の証券口座の可用残高および株の
残量を記憶させて約定された売買に応じてこれらを更新するための口座制御
モジュール（２６）を含む。」
（４）「【００３５】
　最初の売買条件の設定はこの発明の一部ではない。最初の売買条件は現在
における通常の証券会社らがサイバー証券取引投資家のために提供する方法
およびシステムと同様である。現在の株の価格の照会ボタン（４０７）は選
択的な事柄である。欄（４０８）は買取りあるいは売込みを選択するための
ボタンである。この例では単価２５，０００ウォンでＡＢＣ株式会社の
１００株（４１０）を買取る（４０８）ことを最初の取引として設定した。
　　【００３６】
　自動売買条件は，最初の売買が成立されたことを前提とするものである。
自動売買条件を設定するために，売込みあるいは買取りを選択するための欄
（４１２，４２２），単価および数量を定量あるいは定率として選択するた
めの欄（４１４，４１８，４２４，４２８），および単価あるいは数量を定
量あるいは定率として書き込むための欄
（４１６，４２０，４２６，４３０）が提供される。」
（５）「【００４４】
　図５に示すように，実施態様３に沿ってシステムが開始され段階
（５００），段階（５０２）で自動売買条件を設定する。自動売買条件の設
定は，例えば，図６のごときインターフェースをユーザーに提供することに
よって行われることができる。図６において，自動売買条件の設定部を除く
残余部分は図４の参照番号（４０１）～（４１０）で表示された部分と同一
である。ただし，この例おいては，ＤＥＦ株式会社の１０，０００株を持ち
合わせており，最初の売買条件としてＤＥＦ株式会社の１００株を株あて
１０，０００ウォンで売込むものと例示した。



　　【００４５】
　自動売買条件で基準量（６０２）は，毎度の自動売買時に売込みおよび買
取りの基準量を設定する。欄（６０４）には株売買時に要される証券会社の
歩合（および税金）の料率を書き込む。これは必須的なものではないが，株
を売買した後の収益率の勘定に足しになれる。自動売買で買取り値および売
込み量の欄（６０６，６０８，６１０，６１２）に設定する。買取り値は毎
度の売込み値より所定割合の安値で設定するか，所定額の低値で設定するこ
とができる。図６おいては売込み値より毎度５００ウォンと安値を自動買取
り値として設定した。自動買取り量もまた欄（６１０）で定量あるいは定率
で設定することができる。欄（６１２）が空欄の場合，毎度の自動買取り発
注は基準量の設定値（６０２）のごとく１００株となる。欄（６１２）に
は＋および－符号が使用されうるし，＋記号が使用された場合，定量あるい
は定率分だけ自動買取り発注量が増し，－記号が使用された場合は定量ある
いは定率分だけ減るようになる。
　　【００４６】
　自動売込み条件もまた同一の方式によって欄
（６１４，６１６，６１８，６２０）で設定する。この発明の実施態様にお
いては最初の売込み値より毎度１，０００ウォンずつ値上がりあるいは値下
がりした値段で１００株を自動売込むものと設定することにした。加重売買
条件もまた欄（６２２，６２４）で定量あるいは定率として設定することが
できる。加重売買条件の意味については後述することにする。
　　【００４７】
　ユーザーは欄（６２６）で目標収益率又は収益率を設定することができ
る。目標収益率が設定されないと，ユーザーが立ち入って自動売買を中止さ
せないかぎり自動売買は継続される。ところで，毎度にわたって自動売買時
にコンピュータが収益率を計算するということは決して容易なものでないこ
とから，所定の収益率を達成した場合は，自動売買を自動的に中止するよう
にするのが望ましい。
　　【００４８】
　ユーザーは売買テーブル申込みボタン（６２８）を使用して図７のごとき
自動売買テーブルを作ることができる。ところで，自動売買テーブルは仮想
的なものでありうるし，視覚的なテーブルの作成は選択的なものである。つ
まり，この発明に従うシステムが自動売買テーブル（７００）を作成するた
めの公式あるいはロジックを記憶させていることだけによっても，この発明
に従う実施態様３は実行されることができる。
　　【００４９】
　図７の自動売買テーブル（７００）は，図６の自動売買の設定条件によっ
て作られることができる。自動売買テーブル（７００）売込み値の縦列
（７１４）でそれぞれの横列の売込み値が設定されているとお
り，１，０００ウォンずつの隔りをもつように作られ，買取り値の縦列
（７１２）のそれぞれの買取り値は同じ横列の売込み値より５００ウォンず
つ安値で作られる。自動売買テーブル（７００）において，（７０２）～
（７１０）のごとき横列は最初の売買価を基準に上下にわたって適切な数だ
け作られる。
　【００５０】
　図６の例とは異なり，売買条件が定率として％で定められている場合，売
買テーブルの買取り値と，売込み値あるいは発注量が小数点単位によっても
生成されることができる。ところで，我が国における証券取引所において
は，株価が１０，０００ウォン以上５０，０００ウォン未満の場合は，５０
ウォン単位で売買するように規定されているなど，売買価の単位と売買量の
単位を規定していることから，規定に合わない場合，規定に合うように酷似
する値段に変更するか，四捨五入するなどの方法によって売買テ ブルが修
正される。すべての場合，それぞれの国の取引規則に則るよう，売買テーブ
ルは近似値に調整することができ，かかる作業はコンピュータによって自動
的に行われる。売買テーブルのそれぞれの欄は，ユーザーが望むとおりの発
注量，売込み値あるいは買取り値を修正することができるように許されるこ
とができる。図７の例は修正，変更されていない例である。売買テーブル
（７００）はユーザーが売買テーブル確定ボタン（７１６）を押すことに
よって確定される。
　　【００５１】
　図５を参照して，最初の売込みが成功すると，早急にあらかじめ設定され



た自動売買条件による自動売買テーブルに応じて第１回目の自動買取りと自
動売込みが発注される（段階５１２）。実施態様３は”同一の株を安値で買
取って高値で売り込むよう”に設計されている。したがって，最初の売込み
発注が約定されると，自動売買テーブル（７００）において，約定された最
初の売込み値（１０，０００ウォン）より真下の安値の買取り（つま
り，９，５００ウォンの買取り値で１００株の買取り）を発注し（図７の横
列（７０６）），約定された売込み値より真上の高値の売込み（つま
り，１１，０００ウォンの売込み値で１００株の売込み）を発注する（図７
の横列（７０４）の売込み欄参照）。かかる売込みおよび買取り発注は口座
残高および持ち株数の範囲内にあることから，段階（５０６）および
（５０８）でエラーは発生しない。
　　【００５２】
　第１回目の自動売買発注中に買取り発注が発注とおりに約定された場合に
は，自動売買テーブル（７００）で約定された発注価に隣合う買取りおよび
売込みが発注される。前述のごとく，実施態様３は寸前の約定価より”安
値”で買取り，”高値で売り込む”ように設計されたものであることから，
第２回目の自動売買は，図５の段階（５１４，５１６，５０６）および
（５０８）を径て買取り（８，５００ウォンで１００株の買取り，図７の横
列（７０８）参照）および売込み（１０，０００ウォンで１００株の売込
み）が発注される。第２回目の自動売買で売込み発注が約定された場合，第
３回目の自動発注は約定された発注価（第２回目の１０，０００ウォン）に
隣り合う買取り（９，５００ウォンで１００株の買取り）および売込み
（１１，０００ウォンで１００株の売込み）が自動的に発注される。つま
り，毎度の自動売買では自動売買テーブル（７００）での約定価より真下の
安値の買取りおよび約定価より真上の高値の売込みが発注される。
　　【００５３】
　実施態様３に応じて自動的に売買する場合，株価が最初の売買価の値段の
範囲から上下に変動される場合，所定の収益が発生される。例えば，図７に
おいて株価が１０，０００ウォンから１４，０００ウォンに値上がりしてか
ら，再度１０，０００ウォンとなった場合，所定の収益が発生する。さら
に，株価が１０，０００ウォンから４，０００ウォンに値下がりしてから，
再度１０，０００ウォンに値上がりした場合にも所定の収益が発生する。こ
のように，実施態様３は株価がある値段の範囲で上下へ頻繁に変動される株
に対する投資方法として適切であるといえる。
　　【００５４】
　図６において，加重売買条件とは，自動売買を開始した以後において同一
の値段で自動売買が再度発生する場合，つまり，株価の上下への変動につれ
て同一値段の売込みおよび買取りが２度目に発生する場合の売込み量および
買取り量を増やすために設定することができる。
　　【００５５】
　再び図５を参照する。設定された自動売買条件と証券口座の残高および持
ち株数を照合して買取り条件および売込み条件が充足されるかを確認する
（段階５０６，５０８）。株を買取るためには，少なくとも［設定された買
取り値×設定された買取り量］より多額が口座に残っていなければならず，
株を売込むためには少なくとも希望売込み量より多い株を持っていなければ
ならない。自動売買によって継続して買取りだけが約定された場合には，証
券口座の持ち分の残高がなくなることもありうるし，継続して売込みだけが
約定された場合には，持ち株がなくなった場合も発生することもある。
　　【００５６】
　段階（５０６，５０８）が充足される場合，自動売買買取りおよび売込み
が同時に発注され（段階５１２），条件が充足されない場合，エラーが発生
し，かかるエラーは適切な方法で株投資家に通知される（段階５１０）。例
えば，エラーはユーザーのインターフェースにエラーメッセージをディスプ
レーするか，警告音を鳴らすように設定することができる。さらに，エラー
の発生時に株投資家へ無線あるいは有線電話あるいはペイザーを通じてエ
ラーが発生されたことを通知するようにシステムを構成することもできる。
かかるエラーの通知方法は公知の技術を利用して実現することができる。
　　【００５７】
　前述のごとく，（段階５０６，５０８）で条件が充足される場合，株買取
りと株売込みが発注される（段階５１２）。ここで，買取りと売込みはとも
に発注されるということに留意すべきである。この発明の実施態様３は従来



の株投資方法とはこの点において皆目相違する。実施態様３においては株の
現在価を無視して株の値段への変動を一向に予測しない。実施態様３によれ
ば，従前の株の買取り値より株価が下落すると所定量を買取り，買取り値よ
り株価が上がると，所定量を売込む結果となる。
　　【００５８】
　段階（５１４）では売買が約定されたかどうかを確認する。売買発注は発
注当日に売込みと買取りとの発注中のいずれかの一つが約定されるか，さも
なければ，２つとも約定されないこともある。２つとも約定されない場合に
は，あくる日に同一の売込みおよび買取りが発注される。一部の約定，発注
価とその他の値段で約定される場合など，例外的な場合も発生することがあ
る。一部の約定の場合には，発注量の全体が約定されたものとみなされる
か，あるいは約定されていない数の株に対して同一値段の売込みおよび買取
りが発注されることがある。さらに，発注価とその他の値段で約定された場
合には，約定価の真下の買取りおよび約定価の真上の売込みが発注される。
　　【００５９】
　いずれの発注が約定されても，口座残高および株の残量を更新し，段階
（５１６），段階（５０６，５０８）であらかじめ設定された自動売買条件
に応じて条件が充足される場合，直ちに新たな売込みと買取りが発注され
る。」
（６）「【００６５】
　さらに，この発明は上述においては株を対象に述べてきたが，株と類似す
る方式によって売買される債券，先物，オプション，外国為替，穀物，ある
いは鉱物売買，指数スワップなどにも適用することができる。」
（７）【図６】



　
（８）【図７】



　　
　前記（１）乃至（８）によると，甲第１号証には，次の発明（以下，「甲
１発明」という。）が記載されていると認められる。
＜甲１発明＞
「データ通信ネットワークを通じて株，債券，物件，先物，オプション，指
数，外国為替などを自動売買する方法であって，投資家のあらかじめの特定
条件に応じてコンピュータが自動で売買を発注する方法に関するものであ
り，
　証券会社のコンピュータシステム（２０）は，前記ネットワーク（４０）
を通じてユーザーのコンピュータ（１０）とデータ通信をやりとりできるよ



うに接続され，該ユーザーのコンピュータ（１０）から依頼された売買発注
を受信して，これを証券取引所のコンピュータシステム（３０）へ伝送して
株取引を約定するようにするための売買遂行モジュール（２４），および特
定の株持ち主の証券口座の可用残高および株の残量を記憶させて約定された
売買に応じてこれらを更新するための口座制御モジュール（２６）を含み，
　システムが開始され段階（５００），段階（５０２）で自動売買条件を設
定するものであり，自動売買条件の設定は，インターフェースをユーザーに
提供することによって行われることができ，該インターフェースは現在の株
の価格の照会ボタンを備えており，最初の売買条件を設定し（例え
ば，ＤＥＦ株式会社の１００株を株あて１０，０００ウォンで売込む），自
動売買条件は，最初の売買が成立されたことを前提とするものであり，
　自動売買条件で基準量（６０２）は，毎度の自動売買時に売込みおよび買
取りの基準量を株数で設定し，自動売買で買取り値および売込み量の欄
（６０６，６０８，６１０，６１２）に設定し，買取り値は毎度の売込み値
より所定額の低値で設定することができ（例えば，売込み値より毎度５００
ウォンと安値を自動買取り値として設定），
　自動売込み条件もまた同一の方式によって欄
（６１４，６１６，６１８，６２０）で設定することができ（例えば，最初
の売込み値より毎度１，０００ウォンずつ値上がりあるいは値下がりした値
段で１００株を自動売込むものと設定），
　ユーザーは売買テーブル申込みボタン（６２８）を使用して自動売買テー
ブルを作ることができ，
　自動売買テーブル（７００）は，自動売買の設定条件によって作られるこ
とができ，自動売買テーブル（７００）売込み値の縦列（７１４）でそれぞ
れの横列の売込み値が設定され（上記例では１，０００ウォンずつの隔りを
もつように作られ），買取り値の縦列（７１２）のそれぞれの買取り値は同
じ横列の売込み値より（上記例では，５００ウォンずつ）安値で作られ，自
動売買テーブル（７００）において，（７０２）～（７１０）のごとき横列
は最初の売買価を基準に上下にわたって適切な数だけ作られ，
　売買テーブル（７００）はユーザーが売買テーブル確定ボタン（７１６）
を押すことによって確定され，
　最初の売込みが成功すると，早急にあらかじめ設定された自動売買条件に
よる自動売買テーブルに応じて第１回目の自動買取りと自動売込みが発注さ
れ（段階５１２），
　”同一の株を安値で買取って高値で売り込むよう”に設計されており，最
初の売込み発注が約定されると，自動売買テーブル（７００）において，約
定された最初の売込み値（上記例では，１０，０００ウォン）より真下の安
値の買取り（上記例では，９，５００ウォンの買取り値で１００株の買取
り）を発注し，約定された売込み値より真上の高値の売込み（上記例で
は，１１，０００ウォンの売込み値で１００株の売込み）を発注するもので
あり，
　第１回目の自動売買発注中に買取り発注が発注とおりに約定された場合に
は，自動売買テーブル（７００）で約定された発注価に隣合う買取りおよび
売込みが発注され，
　寸前の約定価より”安値”で買取り，”高値で売り込む”ように設計され
たものであることから，第２回目の自動売買は，買取り（上記例で
は，８，５００ウォンで１００株の買取り）および売込み（上記例で
は，１０，０００ウォンで１００株の売込み）が発注される，第２回目の自
動売買で売込み発注が約定された場合，第３回目の自動発注は約定された発
注価（上記例では，第２回目の１０，０００ウォン）に隣り合う買取り（上
記例では，９，５００ウォンで１００株の買取り）および売込み（上記例で
は，１１，０００ウォンで１００株の売込み）が自動的に発注されるもので
あり，つまり，毎度の自動売買では自動売買テーブル（７００）での約定価
より真下の安値の買取りおよび約定価より真上の高値の売込みが発注され
る，方法。」
　　
２．本件発明１についての判断
（２－１）対比
　本件発明１と甲１発明を対比する。
（ア）本件発明１の「相場価格が変動する金融商品の売買取引を管理する金
融商品取引管理システムにおける金融商品取引管理方法であって」について



　甲１発明における「データ通信ネットワークを通じて株，債券，物件，先
物，オプション，指数，外国為替などを自動売買する方法であって，投資家
のあらかじめの特定条件に応じてコンピュータが自動で売買を発注する方法
に関するものであり」及び「証券会社のコンピュータシステム（２０）は，
前記ネットワーク（４０）を通じてユーザーのコンピュータ（１０）とデー
タ通信をやりとりできるように接続され，該ユーザーのコンピュータ
（１０）から依頼された売買発注を受信して，これを証券取引所のコン
ピュータシステム（３０）へ伝送して株取引を約定するようにするための売
買遂行モジュール（２４），および特定の株持ち主の証券口座の可用残高お
よび株の残量を記憶させて約定された売買に応じてこれらを更新するための
口座制御モジュール（２６）を含み」との事項によれば，甲１発明も債券，
物件，先物，オプション，指数，外国為替などの相場価格が変動する金融商
品を売買し，ユーザの売買発注を受信して証券取引所のコンピュータシステ
ムへ伝送して株取引を約定し，また，株持ち主の証券口座の更新などの売買
取引を管理するコンピュータシステムを前提として，当該コンピュータシス
テムにおける前記金融商品の自動売買の方法を開示するものである。
　そうすると，本件発明１と甲１発明は，
「相場価格が変動する金融商品の売買取引を管理する金融商品取引管理シス
テムにおける金融商品取引管理方法であって」
の点で共通する。
（イ）本件発明１の「売買を希望する前記金融商品の種類を選択するための
情報と，前記金融商品の売買注文における，注文価格ごとの注文金額を示す
情報と，前記金融商品の販売注文価格又は購入注文価格としての一の注文価
格を示す情報と，一の前記注文価格の前記金融商品を前記一の注文価格で販
売した後に他の価格で購入した場合の利幅又は一の前記注文価格の前記金融
商品を前記一の注文価格で購入した後に他の注文価格で販売した場合の利幅
を示す情報と，前記注文が複数存在する場合における該注文同士の値幅を示
す情報と，のそれぞれを，前記金融商品の売買注文を行うための売買注文申
込情報として受信して受け付ける注文入力受付手順」について
　甲１発明の「システムが開始され段階（５００），段階（５０２）で自動
売買条件を設定するものであり，自動売買条件の設定は，インターフェース
をユーザーに提供することによって行われることができ，該インターフェー
スは現在の株の価格の照会ボタンを備えており，最初の売買条件を設定し
（例えば，ＤＥＦ株式会社の１００株を株あて１０，０００ウォンで売込
む），自動売買条件は，最初の売買が成立されたことを前提とするものであ
り」，「自動売買条件で基準量（６０２）は，毎度の自動売買時に売込みお
よび買取りの基準量を株数で設定し，自動売買で買取り値および売込み量の
欄（６０６，６０８，６１０，６１２）に設定し，買取り値は毎度の売込み
値より所定額の低値で設定することができ（例えば，売込み値より毎度
５００ウォンと安値を自動買取り値として設定）」，及び，「自動売込み条
件もまた同一の方式によって欄（６１４，６１６，６１８，６２０）で設定
することができ（例えば，最初の売込み値より毎度１，０００ウォンずつ値
上がりあるいは値下がりした値段で１００株を自動売込むものと設定）」と
の事項によれば，これはユーザがコンピュータシステムから提供されるイン
ターフェースを介して，金融商品である株の売買注文を行うための自動売買
条件を設定する手順であり，コンピュータシステムから見れば，金融商品で
ある株の売買注文を行うための自動売買条件を受信して受け付ける注文入力
受付手順であるといえることから，甲１発明における当該手順は，本件発明
１の「前記金融商品の売買注文を行うための売買注文申込情報として受信し
て受け付ける注文入力受付手順」に相当するものといえる。
　そこで，甲１発明における上記インターフェースを介して設定される金融
商品である株の売買注文を行うための自動売買条件について検討する。
　甲１発明では，「最初の売買条件を設定し（例えば，ＤＥＦ株式会社の
１００株を株あて１０，０００ウォンで売込む）」との事項及び上記「第５
　１．（７）」の図６のインターフェースの画面によれば，最初の売買条件
として株の売買の対象となる会社名（ここでは「ＤＥＦ株式会社」），売込
み又は買取り，１株当たりの価格，株数が設定されており，当該売買の対象
となる会社名，及び，１株当たりの価格は，本件発明１の「売買を希望する
前記金融商品の種類を選択するための情報」，及び，「前記金融商品の販売
注文価格又は購入注文価格としての一の注文価格を示す情報」に相当するも
のである。



　なお，本件発明１では「前記金融商品の売買注文における，注文価格ごと
の注文金額を示す情報」が受け付けられるのに対し，甲１発明では売買の株
数を設定するものである点で相違している。
　また，甲１発明における「買取り値は毎度の売込み値より所定額の低値で
設定することができ（例えば，売込み値より毎度５００ウォンと安値を自動
買取り値として設定）」との事項によると，毎度の売り込み値よりも「所定
額の低値」で買取ることにより利益を得るためのものであることから，甲１
発明の当該「所定額の低値」は，本件発明１の「一の前記注文価格の前記金
融商品を前記一の注文価格で販売した後に他の価格で購入した場合の利幅」
「を示す情報」に相当する。
　また，甲１発明における「自動売込み条件もまた同一の方式によって欄
（６１４，６１６，６１８，６２０）で設定することができ（例えば，最初
の売込み値より毎度１，０００ウォンずつ値上がりあるいは値下がりした値
段で１００株を自動売込むものと設定）」との事項によれば，最初の売込み
値に対して，所定値（この例では１，０００ウォン）の幅で上下に売込み値
が設定されるものであるから，これは本件発明１の「前記注文が複数存在す
る場合における該注文同士の値幅を示す情報」に相当する。
　そうすると，本件発明１と甲１発明は，
「売買を希望する前記金融商品の種類を選択するための情報と，前記金融商
品の販売注文価格又は購入注文価格としての一の注文価格を示す情報と，一
の前記注文価格の前記金融商品を前記一の注文価格で販売した後に他の価格
で購入した場合の利幅又は一の前記注文価格の前記金融商品を前記一の注文
価格で購入した後に他の注文価格で販売した場合の利幅を示す情報と，前記
注文が複数存在する場合における該注文同士の値幅を示す情報と，のそれぞ
れを，前記金融商品の売買注文を行うための売買注文申込情報として受信し
て受け付ける注文入力受付手順」
を備える点で共通している。
　また，本件発明１では「前記金融商品の売買注文における，注文価格ごと
の注文金額を示す情報」が受け付けられるのに対し，甲１発明では毎度の自
動売買時に売込みおよび買取りの基準量を株数で設定するものである点で相
違している。
（ウ）本件発明１の「該注文入力受付手順によって受け付けられた前記売買
注文申込情報に基づいて，選択された前記種類の前記金融商品の注文情報を
生成する注文情報生成手順」について
　甲１発明の「自動売買テーブル（７００）は，自動売買の設定条件によっ
て作られることができ，自動売買テーブル（７００）売込み値の縦列
（７１４）でそれぞれの横列の売込み値が設定され（上記例では１，０００
ウォンずつの隔りをもつように作られ），買取り値の縦列（７１２）のそれ
ぞれの買取り値は同じ横列の売込み値より（上記例では，５００ウォンず
つ）安値で作られ，自動売買テーブル（７００）において，（７０２）～
（７１０）のごとき横列は最初の売買価を基準に上下にわたって適切な数だ
け作られ」，及び，「最初の売込みが成功すると，早急にあらかじめ設定さ
れた自動売買条件による自動売買テーブルに応じて第１回目の自動買取りと
自動売込みが発注され（段階５１２）」との事項によれば，上記（イ）で示
したインターフェースを介して設定した自動売買条件に基づいて，最初の売
買条件で設定した売買の対象となる会社名，１株当たりの価格，及び，株数
での売込みが行われ，当該売込みが成功すると，設定された自動売買条件に
よる自動売買テーブルに応じて第１回目の自動買取りと自動売込みが発注さ
れるものであるから，甲１発明もインターフェースを介して設定した自動売
買条件に基づいて，売買の対象となる会社の注文情報を生成するものであ
る。
　そうすると，本件発明１と甲１発明は，
「該注文入力受付手順によって受け付けられた前記売買注文申込情報に基づ
いて，選択された前記種類の前記金融商品の注文情報を生成する注文情報生
成手順」
を備える点で共通する。
（エ）本件発明１の「前記金融商品の前記相場価格の情報を取得する価格情
報受信手順」について
　甲１発明の「インターフェースは現在の株の価格の照会ボタンを備えてお
り」との事項，及び，上記「第５　１．（７）」の図６のインターフェース
の画面を参酌すれば，甲１発明も最初の売買条件を設定する際の参考とし



て，売買対象となる会社の現在の価格を照会する機能を備えている。
　そうすると，本件発明１と甲１発明は，
「前記金融商品の前記相場価格の情報を取得する価格情報受信手順」
を備える点で共通する。
（オ）本件発明１の「前記売買注文申込情報における前記注文価格と前記利
幅とに基づいて，前記他の注文価格を算出するための第二注文価格算出手
順」について
　甲１発明の「”同一の株を安値で買取って高値で売り込むよう”に設計さ
れており，最初の売込み発注が約定されると，自動売買テーブル（７００）
において，約定された最初の売込み値（上記例では，１０，０００ウォン）
より真下の安値の買取り（上記例では，９，５００ウォンの買取り値で
１００株の買取り）を発注し，約定された売込み値より真上の高値の売込み
（上記例では，１１，０００ウォンの売込み値で１００株の売込み）を発注
するものであり」によれば，最初の売込み発注が約定されると，上記（イ）
で示したようにインターフェースを介して設定した自動売買条件の「所定額
の低値」での買取り（上記例では，９，５００ウォンの買取り値で１００株
の買取り）を発注するものであり，そのために上記「自動売買テーブル
（７００）」には最初の売込み値（上記例では，１０，０００ウォン）より
「所定額の低値」の価格が算出されて当該テーブルに設定されるものであ
る。
　そうすると，本件発明１と甲１発明は，
「前記売買注文申込情報における前記注文価格と前記利幅とに基づいて，前
記他の注文価格を算出するための第二注文価格算出手順」
を備える点で共通する。
（カ）本件発明１の「前記注文情報生成手順においては，前記売買注文申込
情報に基づいて，前記注文情報として，同一種類の前記金融商品について，
前記一の注文価格を一の最高価格として設定し，該一の最高価格より安値側
に，それぞれの値幅が前記売買注文申込情報に含まれる前記値幅となるよう
にそれぞれの前記注文価格を設定し，設定されたそれぞれの前記注文価格と
しての第一注文価格について買いもしくは売りの指値注文を行う第一注文情
報，前記第二注文価格算出手順において算出された前記他の価格を他の最高
価格として設定し，該他の最高価格より安値側に，それぞれの前記第一注文
に対し，購入又は販売が行われた前記第一注文に基づいて販売又は購入が行
われたときの前記利幅が前記売買注文申込情報における前記利幅となるよう
にそれぞれの前記注文価格を設定し，該設定されたそれぞれの前記注文価格
としての第二注文価格について前記買いの第一注文に対しては売りの，前記
売りの第一注文に対しては買いの指値注文を行う第二注文情報からなる注文
情報群を複数生成し，生成された前記注文情報群を注文情報記録手段に記録
し，一の前記売買注文申込情報に基づいて生成されたそれぞれの前記注文情
報群について，有効な注文である前記第一注文の前記第一注文価格と前記金
融商品の相場価格とが一致し，次いで有効な注文である前記第二注文の前記
第二注文価格と前記相場価格とが一致することで前記第一注文と前記第二注
文とが約定した場合，次の前記注文情報群の前記第一注文情報を有効とし，
約定した前記第一注文と同じ前記第一注文価格における前記第一注文の約定
と，約定した前記第二注文と同じ前記第二注文価格における前記第二注文の
約定とを繰り返し行わせるように設定する」について
　甲１発明では，「自動売買テーブル（７００）は，自動売買の設定条件に
よって作られることができ，自動売買テーブル（７００）売込み値の縦列
（７１４）でそれぞれの横列の売込み値が設定され（上記例では１，０００
ウォンずつの隔りをもつように作られ），買取り値の縦列（７１２）のそれ
ぞれの買取り値は同じ横列の売込み値より（上記例では，５００ウォンず
つ）安値で作られ，自動売買テーブル（７００）において，（７０２）～
（７１０）のごとき横列は最初の売買価を基準に上下にわたって適切な数だ
け作られ」との事項により，例えば上記「第５　１．（８）」の図７で示さ
れる「自動売買テーブル」が作成されるが，この例では最初の売買条件で設
定された売込み価格を基準にして上下に，売込み値を１，０００ウォンずつ
の隔たりとし，また，買取り値は同じ横列の売込み値より５００ウォンずつ
安値としてテーブル化したものである。
　そして，甲１発明では当該「自動売買テーブル」に基づいて，「最初の売
込みが成功すると，早急にあらかじめ設定された自動売買条件による自動売
買テーブルに応じて第１回目の自動買取りと自動売込みが発注され（段階



５１２），”同一の株を安値で買取って高値で売り込むよう”に設計されて
おり，最初の売込み発注が約定されると，自動売買テーブル（７００）にお
いて，約定された最初の売込み値（上記例では，１０，０００ウォン）より
真下の安値の買取り（上記例では，９，５００ウォンの買取り値で１００株
の買取り）を発注し，約定された売込み値より真上の高値の売込み（上記例
では，１１，０００ウォンの売込み値で１００株の売込み）を発注するもの
であり，第１回目の自動売買発注中に買取り発注が発注とおりに約定された
場合には，自動売買テーブル（７００）で約定された発注価に隣合う買取り
および売込みが発注され，寸前の約定価より”安値”で買取り，”高値で売
り込む”ように設計されたものであることから，第２回目の自動売買は，買
取り（上記例では，８，５００ウォンで１００株の買取り）および売込み
（上記例では，１０，０００ウォンで１００株の売込み）が発注される，第
２回目の自動売買で売込み発注が約定された場合，第３回目の自動発注は約
定された発注価（上記例では，第２回目の１０，０００ウォン）に隣り合う
買取り（上記例では，９，５００ウォンで１００株の買取り）および売込み
（上記例では，１１，０００ウォンで１００株の売込み）が自動的に発注さ
れるものであり，つまり，毎度の自動売買では自動売買テーブル（７００）
での約定価より真下の安値の買取りおよび約定価より真上の高値の売込みが
発注される」との自動売買の処理が行われるものである。
　つまり，甲１発明の自動売買の発注は，「毎度の自動売買では自動売買
テーブル（７００）での約定価より真下の安値の買取りおよび約定価より真
上の高値の売込みが発注される」ものであり，常に約定価より真下の安値の
買取りと，約定価より真上の高値の売込みの２つの注文が発注されるという
ものであって，自動売買テーブルは，この２つの買取りと売込みの値を約定
価に基づいて決定するためのテーブルである。
　これに対し，本件発明１では，「第一注文価格について買いもしくは売り
の指値注文を行う第一注文情報」と「前記第一注文に対し，購入又は販売が
行われた前記第一注文に基づいて販売又は購入が行われたときの前記利幅が
前記売買注文申込情報における前記利幅となるようにそれぞれの前記注文価
格を設定し，該設定されたそれぞれの前記注文価格としての第二注文価格に
ついて前記買いの第一注文に対しては売りの，前記売りの第一注文に対して
は買いの指値注文を行う第二注文情報」からなる「注文情報群」を複数生成
し，「生成された前記注文情報群を注文情報記録手段に記録」するものであ
り，そして「一の前記売買注文申込情報に基づいて生成されたそれぞれの前
記注文情報群について，有効な注文である前記第一注文の前記第一注文価格
と前記金融商品の相場価格とが一致し，次いで有効な注文である前記第二注
文の前記第二注文価格と前記相場価格とが一致することで前記第一注文と前
記第二注文とが約定した場合，次の前記注文情報群の前記第一注文情報を有
効とし，約定した前記第一注文と同じ前記第一注文価格における前記第一注
文の約定と，約定した前記第二注文と同じ前記第二注文価格における前記第
二注文の約定とを繰り返し行わせる」というものであって，「注文情報記録
手段」に記録されたそれぞれの「注文情報群」における第一注文と第二注文
の約定をこの順序で繰り返し行わせるものであり，さらにいえば「注文情報
記録手段」に記録されたそれぞれの「注文情報群」が，１つの注文単位とし
て独立して第一注文と第二注文の約定を繰り返すものである。
　そして，甲１発明における「自動発注テーブル」は，前述したように常に
約定価より真下の安値の買取りと，約定価より真上の高値の売込みの２つの
注文の値を決定するためのテーブルであり，例えば，１０，０００ウォンの
売込みが約定し，９，５００ウォンの買取りと１１，０００ウォンの売込み
が発注され，次に，９，５００ウォンの買取りが約定し，１０，０００ウォ
ンの売込みと８，５００ウォンの買取りが発注され，さらに１０，０００
ウォンの売込みが約定し，９，５００ウォンの買取りと１１，０００ウォン
の売込みが発注されるような場合もあり，この場合には１０，０００ウォン
の売込みと９，５００ウォンの買取りが交互に繰り返されることになるが，
あくまでもこの売込み値と買取り値は，上下する約定価により「自動発注
テーブル」に基づき決定された偶然の結果であり，この１０，０００ウォン
の売込みと９，５００ウォンの買取りがこの順序で繰り返されるように「自
動発注テーブル」に設定されたものではない。
　よって，甲１発明の「自動発注テーブル」における横列に設定される，例
えば１０，０００ウォンの売込みと９，５００ウォンの買取りについて検討
しても，本件発明１の第一注文と第二注文の約定を繰り返し行わせるための



「注文情報群」に相当するものとはいえない。
　そうすると，本件発明１と甲１発明は，
　本件発明１が「前記注文情報生成手順においては，前記売買注文申込情報
に基づいて，前記注文情報として，同一種類の前記金融商品について，前記
一の注文価格を一の最高価格として設定し，該一の最高価格より安値側に，
それぞれの値幅が前記売買注文申込情報に含まれる前記値幅となるようにそ
れぞれの前記注文価格を設定し，設定されたそれぞれの前記注文価格として
の第一注文価格について買いもしくは売りの指値注文を行う第一注文情報，
前記第二注文価格算出手順において算出された前記他の価格を他の最高価格
として設定し，該他の最高価格より安値側に，それぞれの前記第一注文に対
し，購入又は販売が行われた前記第一注文に基づいて販売又は購入が行われ
たときの前記利幅が前記売買注文申込情報における前記利幅となるようにそ
れぞれの前記注文価格を設定し，該設定されたそれぞれの前記注文価格とし
ての第二注文価格について前記買いの第一注文に対しては売りの，前記売り
の第一注文に対しては買いの指値注文を行う第二注文情報からなる注文情報
群を複数生成し，生成された前記注文情報群を注文情報記録手段に記録し，
一の前記売買注文申込情報に基づいて生成されたそれぞれの前記注文情報群
について，有効な注文である前記第一注文の前記第一注文価格と前記金融商
品の相場価格とが一致し，次いで有効な注文である前記第二注文の前記第二
注文価格と前記相場価格とが一致することで前記第一注文と前記第二注文と
が約定した場合，次の前記注文情報群の前記第一注文情報を有効とし，約定
した前記第一注文と同じ前記第一注文価格における前記第一注文の約定と，
約定した前記第二注文と同じ前記第二注文価格における前記第二注文の約定
とを繰り返し行わせるように設定する」ものであるのに対し，
　甲１発明が「毎度の自動売買では自動売買テーブル（７００）での約定価
より真下の安値の買取りおよび約定価より真上の高値の売込みが発注され
る」ものである点で相違する。
　　
　以上（ア）乃至（カ）によると，本件発明１と甲１発明は，次の点で一致
する。
＜一致点＞
「相場価格が変動する金融商品の売買取引を管理する金融商品取引管理シス
テムにおける金融商品取引管理方法であって，
　売買を希望する前記金融商品の種類を選択するための情報と，前記金融商
品の販売注文価格又は購入注文価格としての一の注文価格を示す情報と，一
の前記注文価格の前記金融商品を前記一の注文価格で販売した後に他の価格
で購入した場合の利幅又は一の前記注文価格の前記金融商品を前記一の注文
価格で購入した後に他の注文価格で販売した場合の利幅を示す情報と，前記
注文が複数存在する場合における該注文同士の値幅を示す情報と，のそれぞ
れを，前記金融商品の売買注文を行うための売買注文申込情報として受信し
て受け付ける注文入力受付手順と，
　該注文入力受付手順によって受け付けられた前記売買注文申込情報に基づ
いて，選択された前記種類の前記金融商品の注文情報を生成する注文情報生
成手順と，
　前記金融商品の前記相場価格の情報を取得する価格情報受信手順と，
　前記売買注文申込情報における前記注文価格と前記利幅とに基づいて，前
記他の注文価格を算出するための第二注文価格算出手順とを有する，
　金融商品取引管理システムにおける金融商品取引管理方法。」
　
　そして，本件発明１と甲１発明は，次の点で相違する。
＜相違点１＞
　本件発明１では「前記金融商品の売買注文における，注文価格ごとの注文
金額を示す情報」が受け付けられるのに対し，甲１発明では毎度の自動売買
時に売込みおよび買取りの基準量を株数で設定するものである点。
　
＜相違点２＞
　本件発明１が「前記注文情報生成手順においては，前記売買注文申込情報
に基づいて，前記注文情報として，同一種類の前記金融商品について，前記
一の注文価格を一の最高価格として設定し，該一の最高価格より安値側に，
それぞれの値幅が前記売買注文申込情報に含まれる前記値幅となるようにそ
れぞれの前記注文価格を設定し，設定されたそれぞれの前記注文価格として



の第一注文価格について買いもしくは売りの指値注文を行う第一注文情報，
前記第二注文価格算出手順において算出された前記他の価格を他の最高価格
として設定し，該他の最高価格より安値側に，それぞれの前記第一注文に対
し，購入又は販売が行われた前記第一注文に基づいて販売又は購入が行われ
たときの前記利幅が前記売買注文申込情報における前記利幅となるようにそ
れぞれの前記注文価格を設定し，該設定されたそれぞれの前記注文価格とし
ての第二注文価格について前記買いの第一注文に対しては売りの，前記売り
の第一注文に対しては買いの指値注文を行う第二注文情報からなる注文情報
群を複数生成し，生成された前記注文情報群を注文情報記録手段に記録し，
一の前記売買注文申込情報に基づいて生成されたそれぞれの前記注文情報群
について，有効な注文である前記第一注文の前記第一注文価格と前記金融商
品の相場価格とが一致し，次いで有効な注文である前記第二注文の前記第二
注文価格と前記相場価格とが一致することで前記第一注文と前記第二注文と
が約定した場合，次の前記注文情報群の前記第一注文情報を有効とし，約定
した前記第一注文と同じ前記第一注文価格における前記第一注文の約定と，
約定した前記第二注文と同じ前記第二注文価格における前記第二注文の約定
とを繰り返し行わせるように設定する」ものであるのに対し，
　甲１発明が「毎度の自動売買では自動売買テーブル（７００）での約定価
より真下の安値の買取りおよび約定価より真上の高値の売込みが発注され
る」ものである点
　　
（２－２）相違点についての判断
（ア）＜相違点１＞について
　本件発明１の「注文価格ごとの注文金額を示す情報」について，明細書の
第【００６１】段落には，「買い注文テーブル５０ａは，「第一注文情報」
としての第一の買い注文情報５１ａ～第五の買い注文情報５１ｅまでの５個
の買い注文情報（即ちトラップ本数選択欄４４ｄにて選択された個数）を有
し，第一の買い注文情報５１ａに示された買い注文価格（第一注文価格）が
１ドル１０９．９０円（即ちスタート価格入力欄４４ａに入力された価格）
で，各注文情報の買い注文価格の値幅は０．１０円（即ち値幅入力欄４４ｃ
に入力された価格）である。また，第一の買い注文情報５１ａ～第五の買い
注文情報５１ｅはそれぞれ注文金額が１万通貨（即ち金額入力欄４４ｂに入
力された金額）である。」（なお，下線は当審において付加したものであ
る。）と記載されているように，ここでは金融商品としての売買対象がドル
（通貨）であり，この例では，１ドル１０９．９０円（注文価格）で１万通
貨（注文金額）の買い注文として入力されている。
　つまり，本件発明１の「注文価格ごとの注文金額を示す情報」とは，注文
ごとの売買対象とする金融商品である通貨の注文単位数を意味するものであ
る。
　そして，甲１発明の毎度の自動売買時に売込みおよび買取りの基準量とし
て設定される株数も，株を対象としたそれぞれの注文における注文単位数で
あり，また，甲１発明では，株以外に外国為替も自動売買の対象としてい
る。
　そうすると，甲１発明における自動売買の対象を外国為替とし，毎度の自
動売買時に売込みおよび買取りの基準量として設定される注文単位数を，売
買対象とする金融商品に応じた注文単位，すなわち通貨の注文単位数とし
て，上記相違点１に係る構成とすることは，当業者であれば容易に想到し得
たことである。
　　
（イ）＜相違点２＞について
　上記「（２－１）（カ）」で検討したとおり，本件発明１の「注文情報
群」を生成すること，及び，それぞれの「注文情報群」における第一注文と
第二注文の約定を繰り返し行わせるための相違点２に係る構成は，甲１発明
には存在しない。
　また，甲１発明は，上記「第５　１．（５）」の第【００５７】段落に，
「前述のごとく，（段階５０６，５０８）で条件が充足される場合，株買取
りと株売込みが発注される（段階５１２）。ここで，買取りと売込みはとも
に発注されるということに留意すべきである。この発明の実施態様３は従来
の株投資方法とはこの点において皆目相違する。実施態様３においては株の
現在価を無視して株の値段への変動を一向に予測しない。実施態様３によれ
ば，従前の株の買取り値より株価が下落すると所定量を買取り，買取り値よ



り株価が上がると，所定量を売込む結果となる。」と記載されているよう
に，従来の株投資方法とは相違して，注文の約定により買取りと売込みがと
もに発注されることが発明の特徴である。
　このことに照らせば，仮に甲１発明の自動売買テーブルの同一行中に係る
買取り注文と売込み注文とを本願発明の第一注文と第二注文からなる，「注
文情報群」とすることができても，第二注文の約定によって第一注文と第二
注文を繰り返し行わせるためには，当該第二注文と同じ列の買取りまたは売
り込み注文を行わないよう甲１発明を変更する必要があり，この変更は，上
記した甲１発明の特徴を失わせることとなる。
　してみると，甲１発明を第一注文と第二注文の約定を繰り返し行わせるも
のとする動機づけはなく，むしろ，そのように変更することは，阻害される
ものである。
　したがって，本件発明１の「注文情報群」を生成すること，及び，それぞ
れの「注文情報群」における第一注文と第二注文の約定を繰り返し行わせる
ための相違点２に係る構成は，甲１発明及び当該技術分野における周知技術
等を考慮しても，当業者が容易に想到しえたとはいえないし，また，この点
について請求人はその他の証拠は提示していない。
　よって，本件発明１における相違点２に係る構成は，当業者が容易に想到
し得たとすることはできない。
　
（２－３）まとめ
　以上のとおりであるから，本件発明１は，甲１発明に基づいて，当業者が
容易に発明をすることができたものであるということはできない。
　　
３．本件発明２についての判断
　本件発明２は，実質的に本件発明１における「前記注文情報生成手順にお
いては，前記売買注文申込情報に基づいて，前記注文情報として，同一種類
の前記金融商品について，前記一の注文価格を一の最高価格として設定し，
該一の最高価格より安値側に，それぞれの値幅が前記売買注文申込情報に含
まれる前記値幅となるようにそれぞれの前記注文価格を設定し，設定された
それぞれの前記注文価格としての第一注文価格について買いもしくは売りの
指値注文を行う第一注文情報，前記第二注文価格算出手順において算出され
た前記他の価格を他の最高価格として設定し，該他の最高価格より安値側
に，それぞれの前記第一注文に対し，購入又は販売が行われた前記第一注文
に基づいて販売又は購入が行われたときの前記利幅が前記売買注文申込情報
における前記利幅となるようにそれぞれの前記注文価格を設定し，該設定さ
れたそれぞれの前記注文価格としての第二注文価格について前記買いの第一
注文に対しては売りの，前記売りの第一注文に対しては買いの指値注文を行
う第二注文情報からなる注文情報群を複数生成し」との事項を，「前記注文
情報生成手順においては，前記売買注文申込情報に基づいて，前記注文情報
として，同一種類の前記金融商品について，一の注文価格を一の最低価格と
して設定し，該一の最低価格より高値側に，それぞれの値幅が前記売買注文
申込情報に含まれる前記値幅となるようにそれぞれの前記注文価格を設定
し，設定されたそれぞれの前記注文価格としての第一注文価格について売り
もしくは買いの指値注文を行う第一注文情報，前記第二注文価格算出手順に
おいて算出された前記他の価格を他の最低価格として設定し，該他の最低価
格より高値側に，それぞれの前記第一注文に対し，販売又は購入が行われた
前記第一注文に基づいて購入又は販売が行われたときの前記利幅が前記売買
注文申込情報における前記利幅となるようにそれぞれの前記注文価格を設定
し，該設定されたそれぞれの前記注文価格としての第二注文価格について前
記売りの第一注文に対しては買いの，前記売りの第一注文に対しては売りの
指値注文としての第二注文を行う第二注文情報からなる注文情報群を複数生
成し」（なお，下線は当審において付与したものである。）としたものであ
る。
　　
　そして，本件発明２と甲１発明を対比すると，本件発明１と同様に以下の
点で相違する。
＜相違点１＞
　本件発明１では「前記金融商品の売買注文における，注文価格ごとの注文
金額を示す情報」が受け付けられるのに対し，甲１発明では毎度の自動売買
時に売込みおよび買取りの基準量を株数で設定するものである点。



　　
＜相違点２＞
　本件発明２が「前記注文情報生成手順においては，前記売買注文申込情報
に基づいて，前記注文情報として，同一種類の前記金融商品について，一の
注文価格を一の最低価格として設定し，該一の最低価格より高値側に，それ
ぞれの値幅が前記売買注文申込情報に含まれる前記値幅となるようにそれぞ
れの前記注文価格を設定し，設定されたそれぞれの前記注文価格としての第
一注文価格について売りもしくは買いの指値注文を行う第一注文情報，前記
第二注文価格算出手順において算出された前記他の価格を他の最低価格とし
て設定し，該他の最低価格より高値側に，それぞれの前記第一注文に対し，
販売又は購入が行われた前記第一注文に基づいて購入又は販売が行われたと
きの前記利幅が前記売買注文申込情報における前記利幅となるようにそれぞ
れの前記注文価格を設定し，該設定されたそれぞれの前記注文価格としての
第二注文価格について前記売りの第一注文に対しては買いの，前記売りの第
一注文に対しては売りの指値注文としての第二注文を行う第二注文情報から
なる注文情報群を複数生成し，生成された前記注文情報群を注文情報記録手
段に記録し，一の前記売買注文申込情報に基づいて生成されたそれぞれの前
記注文情報群について，有効な注文である前記第一注文の前記第一注文価格
と前記金融商品の相場価格とが一致し，次いで有効な注文である前記第二注
文の前記第二注文価格と前記相場価格とが一致することで前記第一注文と前
記第二注文とが約定した場合，次の前記注文情報群の前記第一注文情報を有
効とし，約定した前記第一注文と同じ前記第一注文価格における前記第一注
文の約定と，約定した前記第二注文と同じ前記第二注文価格における前記第
二注文の約定とを繰り返し行わせるように設定する」ものであるのに対し，
　甲１発明が「毎度の自動売買では自動売買テーブル（７００）での約定価
より真下の安値の買取りおよび約定価より真上の高値の売込みが発注され
る」ものである点
　　
　そうすると，本件発明１と同様に，相違点２に係る構成は甲１発明及び当
該技術分野における周知技術等を考慮しても当業者が容易に想到しえたとは
いえないし，また，この点について請求人はその他の証拠は提示していな
い。
　よって，本件発明２は，甲１発明に基づいて，当業者が容易に発明をする
ことができたものであるということはできない。
　
４．本件発明３，５及び７乃至９についての判断
　本件発明３，５及び７乃至９は，本件発明１または本件発明２をさらに限
定したものであるので，本件発明１及び本件発明２と同様に，甲１発明に基
づいて，当業者が容易に発明をすることができたものであるということはで
きない。
　
５．本件発明１０についての判断
　本件発明１０は「コンピュータに請求項１乃至９の何れか一つに記載の金
融商品取引管理システムにおける金融商品取引管理方法を行わせることを特
徴とするプログラム。」であって，本件発明１乃至９の「金融商品取引管理
システムにおける金融商品取引管理方法」により特定される情報処理を「プ
ログラム」の発明として請求するものであるから，本件発明１及び本件発明
２と同様に，甲１発明に基づいて，当業者が容易に発明をすることができた
ものであるということはできない。
　　
６．無効理由についてのまとめ
　以上のとおりであるから，本件発明１乃至３，５及び７乃至１０は，甲第
１号証に記載された発明に基づいて，当業者が容易に発明をすることができ
たものではなく，特許法第２９条第２項の規定に違反してなされたものでは
ない。
　したがって，請求人が主張する無効理由によっては，同法第１２３条第１
項第２号の規定に違反するものとして，請求項１乃至３，５及び７乃至１０
に係る発明の特許を無効とすることはできない。
　　
第６　むすび
　以上のとおりであるから，請求人の無効の理由及び証拠方法によっては，



本件特許の請求項１乃至３，５及び７乃至１０に係る発明の特許を無効とす
ることはできない。
　審判に関する費用については，特許法第１６９条第２項の規定で準用する
民事訴訟法第６１条の規定により，請求人が負担すべきものとする。
　　
　よって，結論のとおり審決する。

平成２８年１２月１２日

　　審判長　　特許庁審判官 手島 聖治
特許庁審判官 金子 幸一
特許庁審判官 野崎 大進

（行政事件訴訟法第４６条に基づく教示）　　　　　　　　　　　　　　　
　この審決に対する訴えは，この審決の謄本の送達があった日から３０日
（附加期間がある場合は，その日数を附加します。）以内に，この審決に係
る相手方当事者を被告として，提起することができます。
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